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小平市発達支援相談拠点検討委員会第１回検討委員会意見まとめ 

 

分類 主な意見 

発達障がい全般

に対する意見 

①東京は、親が民間のサービスを使っているので、効率が悪く、行政が実状を把握して

いないから、行政が把握したデータに基づいて対応することができない。 

②発達障がいは昔と違ってよくなる。原因は、発達障がいそのものではなく、合併した

いろんな面からの問題、付属して起きてくる周辺の問題は、予防や治療が可能。発達

障がいと早期に分かれば、丁寧に見守ることで対応可能。 

③発達障がいに対して療育を希望しなければ別の支援の方法を考えるべき。情緒の問

題、睡眠の問題、行動の問題などについて適切に対応する。 

④療育に関してもエビデンスに基づいたものをトレーニングして取り入れる必要があ

る。発達障がいの子には、最低週一回会う必要があるが、そこまで手当出来なければ、

親が家庭で療育できるような専門性の高いトレーニングをする必要がある。 

⑤かかりつけ医として、１歳６か月健診に立ち会っているが、いままでは早期発見と言

いつつ、その後がつながらなかった。 

⑥言語の療育については、来る方を全てに対応すると一杯で、小学校に就学する時にき

ちんとつながったら終了しているが、その子の実態に合っているか疑問。 

⑦保護者をきちんと支援できるところが必要。 

拠点以外の行政

の取り組み 

①検討会のメンバーに複数の部署が関わることが重要で、発達障がいの取り組みについ

ては、今の新しいエビデンスに基づき実施する必要がある。 

②発達障がい児とその家族に対する地域特性に応じた継続的な支援のプロジェクトの

ためには、市内の発達障がいに関する地域診断(データ収集)が必要である。但し、厚

生労働省の研究報告書のデータで地域診断について把握することは出来る。 

③かかりつけ医も発達障がい支援の地域ネットワークの一員と位置付け、都道府県がか

かりつけ医に対して研修を実施し発達支援を周知するという取組を国が進めている。 

④支援は１人１人違うのでそれを決めるのはかなり先端性が必要。子どもだけではなく

家庭の日常生活機能の評価を全部集約して初めて意味がある支援計画が出来る。いつ

でもその子の小さい時のことがわかっていることが必要で、何か起きた時にそれを踏

まえて支援する必要がある。 

⑤関係機関の連携会議は、夜間になると思うが、しっかり業務と位置付けをしてほしい。 
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分類 主な意見 

拠点に対する意

見 

①最初から相談を必要としている人、まだ診断もついていなくて相談が必要な人の数を

推計し、相談体制を整備する必要がある。支援できる量が足りないことは明らかであ

るが、１人あたりのサービス量を減らすのではなく、質を上げることが求められる。 

②発達障がいを支えるシステムづくりには、どのように連携していくかということをシ

ステムとして、相談拠点の機能に入れていくことが大事である。 

③連携するということは、各機関が役割分担をしていくことで、漏れが無くなり、一つ

の機関が疲労しないというメリットがある。多機関がどう連携していくということが

システムとして大切。 

④ワンストップというのは情報を集約するということで、どこかにケースを抱え込むと

たちまち破たんしてしまう。支援というのはできる限り地域の中で行う。そのために

は、全ての人がスキルアップする必要がある。 

⑤相談拠点では地域の方たちのスキルアップを目指す研修を行ったり、評価のためのグ

ループ活動などが想定できる。非常に限られたニーズのお子さんだけが長く療育をう

けるというものではたちまち破たんするので、最初に何をするか決めておく必要があ

る。例えば、お子さんによって１人１人違うのである程度のゴールを決めて、こうな

ったら地域に出るというようにする。その場合、使う市民の方とコンセンサスを得て

おく必要がある。 

⑥相談拠点には、親のサイドと向き合っていける機能、親にアドバイスできる機能が必要。 

⑦子ども家庭支援センターは、虐待対応で忙しく、そういう意味で発達支援の相談窓口

は不足している。発達支援の相談窓口では、訴えに来た保護者のことをよく聞いてほ

しい。ゆったりした場所があれば良い。 

⑧土曜日に相談窓口が開いていることが重要。夫婦で来ることができる。 

⑨保育園では、早期の段階での相談場所がない。相談できる場があるといいというのが

現場からの切実な声である。 

⑩拠点という大きなものではなく、地域にあった相談役の方が増えるといい。待ってい

るのではなく、出向くようなことがいい。 

⑪相談窓口は発達支援相談拠点は育児サービスと同じところにあったほうがいい。育児

支援の相談から、比較的すぐに発達支援に移れる仕組みが望ましい。 

⑫育児グループを作る。そこに来ている他の子どもたちを見ているうちにお母さん自身

が気づくきっかけにもなる。 

⑬発達障がいの背景に育てにくさがあり、それをできるだけ聞いてあげることが必要。 

⑭いろいろなところにいろいろな専門家がいて情報が分断されていて、サービスが高度

に専門化されている。情報を集め集約することは人を中心にとらえていないという問

題を解決するための画期的な取り組み。 

⑮敷居の低さには、相談拠点のネーミングが大切。 

⑯敷居の低い相談の場として、小平市では、子育て広場事業を活用し、そこに専門家が

いると相談しやすくなる。 

 


